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Ⅰ　法人の概要
平成24年７月１日現在

２ 所管部局
　　室・課
４ 代表者
　職・氏名

５ 設立年月日 年　　月　　日 ６ 事務所の 〒
　所在地

９ 設立の趣旨

10 事業内容

合計 名 うち県派遣 名 うち県OB 名
　　千円（平均年齢　　　才）※22年度実績

合計 名 うち県派遣 名 うち県OB 名
　　千円（平均年齢　　　才）※22年度実績

13 全役員の状況

（常）理事長
（非）理　事
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）　〃
（非）監　事
（非）　〃
　理事　　人（民間出身者　人、現県職員　人、県ＯＢ　人、その他　人）
　監事　　人（民間出身者　人、現県職員　人、県ＯＢ　人、その他　人）
14 資本金等の構成

金額（円） 割合 金額（円） 割合
###### ######
###### ######
###### ######
###### ######
###### 100.0%
###### 時価評価による増減
######

１ 法人の名称

（公益法人、一般法
人への移行年月日、
統合等があった場
合、その年月日、相
手団体の名称等）

（　小　計　）

0 円 ％

出 資 者 出 資 者

３ 設立の根拠法

７ 電話番号

８ 資（基）本金等 円
う ち 県 の
出  資  等

合　　計

11 常勤職員の状況

12 常勤役員の状況

職員の平均年収

役員の平均年収
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15 貸借対照表（平成23年度末現在）から （単位：千円）
流動資産 流動負債
固定資産 　うち有利子負債
　うち基本財産 固定負債
　うち特定財産 　うち有利子負債

正味財産
　うち指定正味財産
　うち一般正味財産

16 正味財産増減計算書 17 県の財政的関与（平成23年度実績）
　（平成23年４月１日～24年３月31日）(単位：千円) （単位：千円）
１ 一般正味財産の増減の部 長期貸付金残高
 (1) 経常増減の部 短期貸付金実績（運転資金）
　 ① 経常収益 短期貸付金実績（事業資金）
   ② 経常費用 損失補償（残高）
　　（うち事業費） 補助金（運営費）
　　（うち管理費） 補助金（事業費）
　当期経常増減額 委託料（指定管理料を除く）
 (2) 経常外増減の部 指定管理料
　 ① 経常外収益 その他（　　　　　　　）
   ② 経常外費用
　当期一般正味財産増減額 【県の財政的関与の主な内容】
　一般正味財産期末残高
２　指定正味財産増減の部
　当期指定正味財産増減額
　指定正味財産期末残高
３　正味財産期末残高  県との委託契約締結件数　　 件

  うち特命随意契約の件数･金額　 件 千円

19　出資の経過 （単位：千円）

県
H22年度まで
H23年度

合　計 0 0

21 情報公開に係る取組状況
公開媒体

公開情報

1 事業報告書又は営業報告書

2 決算関係書類
3 中期経営計画等の法人に係る基本的な計画書

4 職員数に関する情報
5 職員の給与に関する情報
6 役員の報酬・退職金に関する情報
7 県からの財政的関与（補助・委託含む）の額
8 県からの財政的関与の内容等
9 県派遣職員に関する情報

※　公開済み「○」、未公開「×」、該当なし「－」。

18　適用会計基準

0

0

0

③ その他 備　考

20 ホームページアドレス

000

備　考

0

0

0

出資額

0

※　短期貸付金実績は22年度中ピーク時の金額

その他 その他

0

0

① 主たる事務所
への備え置き

② 法人のホー
ムページ

内　　訳 左のうち基本財産

県

0
0
0
0

出資年度

合　　計 合　　計

0

0
0
0
0
0

0
0
0
0 0

0
0
0
0

0

0
0
0
0

0

0
0
0
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Ⅱ　財務

１　財務指標

指標名 計算式 21年度 22年度 23年度
傾向

(23/22年度）

① 自己資本比率（％）

【特例民法法人の場合】
=正味財産／総資産×100
【会社法・特別法法人の場合】
=自己資本／総資本×100

② 流動比率
（％）

=流動資産合計／流動負債合計×100

③ 有利子負債比率
（％）

【特例民法法人の場合】
=有利子負債／総資産×100
【会社法・特別法法人の場合】
=有利子負債／総資本×100

④ 管理費比率
(売上高対販売･管理費比

率) （％）

【特例民法法人の場合】
=管理費／経常費用×100
【会社法・特別法法人の場合】
=（販売費＋管理費）／売上高×100

⑤ 人件費比率（％）

【特例民法法人の場合】
=人件費／経常費用×100
【会社法・特別法法人の場合】
=人件費／（販売費＋管理費）×100

⑥ 独立採算度
（％）

※ 会社法法人以外は記
載のこと。

=（経常収益＋経常外収益－補助金収
入[運営費補助]）／（経常費用＋経常
外費用）×100

⑦ 総資本経常利益率
（％）

【特例民法法人の場合】
=当期経常増減額/正味財産期末残高×100

【会社法・特別法法人の場合】
=経常利益／総資本（総資産）×100

⑧　総資本回転率（回）
※　会社法法人のみ記載
のこと。

=売上高／総資本

※　傾向欄には↑・→・↓のいずれかを記載すること。

　   傾向欄に↑・↓のいずれかを記載した場合は、必ず理由欄に増減理由を記載すること。

〔理由〕

〔理由〕

〔理由〕

〔理由〕

〔理由〕

〔理由〕

安
全
性
・
健
全
性

〔理由〕

収
益
性

効
率
性

自
立
性

〔理由〕
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２　決算状況 （単位：千円）
22-21年度比較

0

0

３　内部留保金額(各年度末現在）
（単位：千円未満四捨五入）

▲ ▲ ▲

▲ 0 ▲ 0 ▲ 0

▲ 0 ▲ 0 ▲ 0

▲ 0 ▲ 0 ▲ 0

▲ 0 ▲ 0 ▲ 0

0 0 0

Ⅲ　情報公開に係る取組状況（24.3.31現在）
公開媒体

公開情報

Ⅰ　法人の基本的情報

1 定款又は寄附行為
2 役員名簿
3 社員名簿（社団法人の場合）
4 事業報告書又は営業報告書
5 決算関係書類
6 事業計画書
7 予算関係書類
8 中期経営計画等の法人に係る基本的な計画書

9 職員数に関する情報
10 職員の給与に関する情報

11 役員の報酬・退職金に関する情報

Ⅱ　県の関与に関する状況
1 出資者の状況
2 県からの財政的関与（補助・委託含む）の額
3 県からの財政的関与の内容等
4 県派遣職員に関する情報

5 運営評価の結果

※　公開済み「○」、未公開「×」、該当なし「－」。
　　　情報公開に係る独自方針の有無　（　有　・　無　）※「有」の場合、方針決定時期：　年　月　       
　　　県民からの意見を聴取する仕組みの有無　（　有　・　無　）　
　　　個人情報保護へ対応する仕組みの有無　　（　有　・　無　）　

① 財団法人における基本財産

③ 法人の運営に不可欠な固定資産

② 正味財産期末残高
（会社法・特別法法人の場合、繰越損益）

項　　　目

総資産額

② 公益事業を実施するために有している基金

22年度21年度

〔決算状況とその要因〕

21年度 22年度20年度項目名

① 当期正味財産増減額
（会社法・特別法法人の場合、当期損益）

〔決算状況とその要因〕

① 主たる事務所
への備え置き

② 法人のホーム
ページ

③ その他 備　考

※「内部留保」とは、総資産額から、次の項目に該当する額を控除したものとする。
①財団法人における基本財産
②公益事業を実施するために有している基金（事業目的が限定的であり、容易に取り崩しができないものに限る。）
③法人の運営に不可欠な固定資産：法人事務所、事業所、土地、設備機器等（固定資産については、真に必要な水準に限られるべきものであ
り、法人の事業内容、規模等から考えて不必要に広い法人事務所等は、これに該当しない。）
④将来の特定の支払いに充てる引当預金等：退職給与引当金、減価償却引当預金等（引当預金についても、法人の運営上将来必要な特定の
支払いに充てることが明瞭であり、かつその支払い等が可能な限り明確に予定されているものに限られるべきである。したがって、退職給与引当
金の債務の額を超えて引き当てられた退職給与引当預金等は、これに該当しない。）
⑤負債相当額（将来の支出が明瞭なものに限る。ただし、引当預金を有しているものは除く。）

23年度

 内部留保金額

⑤ 負債相当額

④ 将来の特定の支払いに充てる引当資産等

4


